
円借款用 

事業事前評価表 

 

1. 案件名 

国名：タンザニア連合共和国 

案件名：道路セクター支援事業 

L/A 調印日：2010 年 5 月 31 日 

承諾金額：7,119 百万円 

借入人：タンザニア連合共和国政府（The Government of the United Republic of Tanzania） 

2. 事業の背景と必要性  

(1) 東アフリカ地域及びタンザニアにおける道路セクターの現状と課題 

アフリカ域内の経済統合の重要性が指摘される中、東アフリカ共同体（East African 

Community: EAC）経済圏でも、同地域全体の経済活性化の観点から、国境を越えた物流等を

円滑にする運輸インフラ整備の必要性が強く認識されている。EAC 域内には 5 つの経済回廊が

定義されているが、いずれも道路整備が十分でなく、また、国境での通関手続きが非効率であり、

輸送コスト高に繋がっている。EAC の中核国であるタンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と

いう。）は、東アフリカ中部に位置し、8 ヶ国と国境を接している。道路については、タンザニア政府

（2009 年 10 月）によれば、全国の幹線道路及び州間道路の総延長 33,012km のうち、舗装道路

は 5,832.5km にとどまり、近年は改善傾向にあるものの、依然として未舗装や状態の悪い道路が

多く、円滑な輸送・物流の阻害要因となっている。従って、タンザニアにおける運輸インフラの整

備は、国内問題としてだけではなく、東アフリカ域内の国際ルート構築を担う上でも極めて重要で

ある。 

(2) 東部アフリカ地域及びタンザニアにおける道路セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

2005 年に策定されたタンザニアの国家開発計画「成長と貧困削減のための国家戦略

（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty: NSGRP）」（スワヒリ語で「MKUKUTA」と

呼ぶ）では、「成長と所得貧困の削減」、「生活の質と社会福祉の向上」及び「良い統治及び説明

責任」を主な柱として、経済成長と貧困削減に取り組んでいる。経済成長、生産・競争力・所得向

上には社会インフラの整備が不可欠であるとの認識の下、道路セクター開発は重点分野として

位置づけられている。これを受けてタンザニア政府は、道路セクター政策として「国家運輸・交通

政策（The National Transport Policy: NTP）」（2003 年）を策定している。また、タンザニア政府は

10 ヵ年に亘る「運輸・交通セクター投資計画（Tanzania's Transport Sector Investment Programme: 

TSIP）」（2007 年）を策定している。TSIP では、近隣諸国との輸出入、出入国を促進し、国家開発

に寄与する重要な回廊を開発回廊として位置づけており、本事業の対象であるトゥンドゥル‐ナム

トゥンボ間道路はムトワラ回廊の一部を構成している。併せて、近隣諸国との統合を促進するた

めに重要な回廊として 9 つの回廊を掲げており、その一つである北回廊にイリンガ‐ドドマ間道路

が含まれており、本事業の対象 2 区間は優先事業として捉えられている。 

(3) 道路セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は 2008 年 5 月に TICAD IV を開催し、「横浜行動計画」（Yokohama Action Plan: YAP）

を採択した。YAP では、優先分野の一つとして「成長の加速化」を掲げており、その具体的な支援

分野として国境を越えた広い地域に裨益する経済社会インフラ整備等を重視することとしている。

JICA は、対タンザニア国別援助計画を踏まえ、タンザニア政府が MKUKUTA の目標達成に向



けて各種改革・改善を推進していけるよう、農業開発、インフラ整備、及びガバナンス改善支援を

重点分野として掲げている。 

(4) 他の援助機関の対応 

援助協調が進んでいるタンザニアでは、日本、アフリカ開発銀行（African Development Bank: 

AfDB）、世界銀行、EU（European Union）、DFID（Department for International Development、英

国）、NORAD（Norwegian Agency for Development Cooperation、ノルウェー）、DANIDA（Danish 

International Development Agency、デンマーク）等が参加する運輸セクタードナーグループが活

動している。 

(5) 事業の必要性 

本事業の対象であるトゥンドゥル‐ナムトゥンボ間は、ムトワラ回廊上で最も道路状況が劣悪な

区間であり、積出港であるムトワラ港への物流を阻害する要因となっている。ムトワラ回廊を擁す

るタンザニア南部は米、メイズ、キャッサバ、コーヒー、カシューナッツ等の農産物、石炭、金等の

資源等、産業ポテンシャルが高く、本地域の開発は、タンザニア全体の経済発展を促進するとと

もに、貧困率の高い南部の所得向上を導くものである。また、イリンガ‐ドドマ間についても、道路

状況が悪く、雨季の走行が非常に困難となっている。道路を改良することにより、同国内陸部道

路が整備されることになり、内陸での輸送の活性化が期待される。以上を踏まえ、本事業を実施

することにより、当該地域の輸送能力増強を図り、もって周辺地域及び近隣諸国の経済の活性

化、経済統合推進、沿線地域の貧困削減に寄与するものであり、JICA が同国に対して本事業を

支援することの必要性・妥当性は高い。 

3. 事業概要  

(1) 事業の目的 

本事業は、イリンガ‐ドドマ間道路及びトゥンドゥル‐ナムトゥンボ間道路の改良、及びタンザニ

ア道路公団（Tanzania National Roads Agency: TANROADS）の組織強化等を支援することにより

運輸・交通システム改善を図り、もって同国の周辺地域との経済統合並びに経済活性化及び貧

困削減に寄与するもの。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

タンザニア連合共和国イリンガ州に位置するイリンガとドドマ州に位置するドドマ間（全長約

260km）、及び、ルブマ州に位置するトゥンドゥルとナムトゥンボ間（全長約 193km） 

(3) 事業概要（調達方法を含む） 

① イリンガ及びドドマ間（全長約 260km）の現道改良（修復、舗装、拡幅）（国際競争入札） 

② トゥンドゥル及びナムトゥンボ間（全長約 193km）の現道改良（修復、舗装、拡幅）（国際競争

入札） 

③ TANROADS の能力強化（マネージメント能力、研修、及び資機材供給能力等） 

④ コンサルティングサービス（施工管理等） 

なお、本事業はアフリカ開発銀行との協調融資（Accelerated Cofinancing Facility for Africa: 

ACFA）を検討しており JICA 融資の対象は、①及び②。 

(4) 総事業費 

33,479 百万円（うち円借款対象額：7,119 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間）： 

2010 年 5 月～2013 年 12 月を予定（計 44 ヶ月）。施設供用開始時（2013 年 12 月）をもって事



業完成とする。 

(6) 事業実施体制 

1) 借入人：タンザニア連合共和国政府 

2) 事業実施機関：TANROADS 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：A 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」

（2002 年 4 月制定）に掲げる道路セクター、及び影響を及ぼしやすい特性（大規模非自発

的住民移転）に該当するため、カテゴリ A に該当する。 

③ 環境許認可：本事業の環境社会影響評価（Environmental and Social Impact Assessment: 

ESIA）報告書はトゥンドゥル‐ナムトゥンボ間は 2007 年 10 月 20 日、イリンガ‐ドドマ間は

2009 年 12 月 10 日に副大統領府環境担当大臣によって承認済み。 

④ 汚染対策：大気汚染・騒音・水質等について、工事中は散水、走行速度・工事時間の制限、

供用時については、植樹、速度規制等による緩和策が図られることから、重大な負の影響

は予見されない。 

⑤ 自然環境面：事業対象道路の近隣に、森林保護地区や野生動物の移動経路が存在する。

対策として、標識、減速帯および動物横断用の地下道等の設置が行われ、TANROADS に

よるモニタリングが実施される。 

⑥ 社会環境面：本事業では円借款が対象とする二区間で 612 世帯の住民移転が発生する見

込み。TANROADS が作成した住民移転計画（Resettlement Action Plan: RAP）に基づき、

補償手続きが進められる。交通量増加に伴う交通事故増加を防ぐための対策、人の移動

の活性化に伴う HIV/AIDS 等性感染症拡大を防ぐための対策などが実施される。工事に

よる水不足を考慮し、代替水源の特定等、水の供給について検討する。 

⑦ その他・モニタリング：本事業では、TANROADS が、大気質、騒音、水質、野生生物の移

動、HIV/AIDS 等についてモニタリングする。 

2) 貧困削減促進 

本事業の実施により、同国南部ムトワラ回廊沿いの地域経済が活性化し、貧困削減に貢献す

ることが期待される。 

3) 社会開発促進（エイズ等感染症対策） 

本事業のコンサルティングサービスを通じて、工事労働者及び地域住民を対象とした

HIV/AIDS 対策を講じる予定。 

(8) 他ドナー等との連携 

アフリカ開発銀行との協調融資。 

4. 事業効果 

(1) 運用・効果指標 

イリンガ‐ドドマ間 トゥンドゥル‐ナムトゥンボ間 
指標名 

基準値 目標値 基準値 目標値 

年平均交通量増加率（%/年） ‐ 5.0（2015 年） ‐ 5.0（2015 年）

所要時間（時間） 6（2009 年） 3.7（2014 年） 5（2010 年） 3（2014 年） 



（40%減） （40%減） 

走行費（米ドル/台・km） 0.48（2010 年）
0.29（2015 年）

（45%減） 
0.61（2010 年） 

0.36（2015 年）

（40%減） 

(2) 内部収益率 

以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 15.79%（トゥンドゥル‐ナムトゥン

ボ間）、及び 13.97%（イリンガ‐ドドマ間）となる。 

費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 

便益：所要時間短縮（乗用車及び貨車）、走行費の節減、自動車以外の運輸交通による移動、

運営費の節減等 

プロジェクトライフ：20 年 

5. 外部条件・リスクコントロール 

特になし。 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

過去の事後評価において、協調融資により事業の一部を融資する場合、事業実施機関が積

極的にイニシアティブを取って、事業全体の調整・監理を行うよう、JICA からも求めていく必要が

あると指摘されている。本事業では、ACFA の枠組みの下で、AfDB を通じ、実施機関との十分な

情報共有を行う予定。 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1) 交通量増加率（%/年） 

2) 所要時間（時間） 

3) 走行費（US ドル/台・km） 

4) 内部収益率 EIRR（%） 

(2) 今後の評価のタイミング 

事業完成 2 年後 

以 上 


